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地方自治

名前 得点
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問1 昔は工場がたくさんあった場所が、現在はたくさんの人が住む高いマンションになっているような、町を作り変えることを何
といいますか。 （2022年　長野公立入試　類似）

1.  再開発 2.  工業団地 3.  環境保全 4.  過疎化

問2 地方自治制度における「政令指定都市」の説明として、要件と権限の組み合わせが正しいものはどれですか。 （2020年　熊本県公立入試　

類似）

1.  人口50万人以上を条件とし、
都道府県が行う業務の一部を独自
に行うことができる。

2.  人口30万人以上を条件とし、
警察や裁判に関する業務を独自に
行うことができる。

3.  人口20万人以上を条件とし、
外交や国税の徴収に関する業務を
独自に行うことができる。

4.  人口10万人以上を条件とし、
都道府県の議会を介さずに条例を
制定することができる。

問3 日本の地方自治において、有権者が行政の長である首長と、意思決定機関である地方議会の議員の両方を、それぞれ直接選挙
で選ぶ仕組みを何と呼びますか。最も適切な名称を選択してください。 （2018年　福岡県公立入試　類似）

1.  二元代表制 2.  議院内閣制 3.  直接請求権 4.  三権分立

問4 地方自治体において、住民が「首長の解職（リコール）」を求める際の手続きとして正しいものはどれですか。必要な署名数
と提出先の組み合わせとして適切なものを選びなさい。 （2019年　兵庫公立入試　類似）

1.  有権者の3分の1以上の署名を
集め、選挙管理委員会に請求す
る。

2.  有権者の3分の1以上の署名を
集め、首長に直接請求する。

3.  有権者の50分の1以上の署名を
集め、選挙管理委員会に請求す
る。

4.  有権者の50分の1以上の署名を
集め、監査委員に請求する。

問5 日本の地方財政において、地域ごとの税収の差によって生じる財政力の格差を是正することを目的とした仕組みがあります。
国が徴収した税金の一部を、地方公共団体の財政状況に応じて配分し、どの地域でも標準的な行政サービスを受けられるよう
にするための資金を何といいますか。 （2019年　山口公立入試　類似）

1.  地方交付税交付金 2.  国庫支出金 3.  地方債 4.  地方税

問6 住民による「条例制定改廃請求権」が、地方自治の仕組みの中でどのようなプロセスをたどるか、制度の内容を正しく説明し
ているものを選びなさい。 （2024年　三重公立入試　類似）

1.  有権者の50分の1以上の署名で
首長に請求し、首長は意見を付し
て議会に提出しなければならな
い。

2.  有権者の3分の1以上の署名で
選挙管理委員会に請求し、必ず住
民投票を実施しなければならな
い。

3.  有権者の50分の1以上の署名で
議会に直接請求し、議会はその内
容を直ちに議決しなければならな
い。

4.  有権者の5分の1以上の署名で
首長に請求し、首長はその条例を
独断で制定することができる。

問7 近年、少子高齢化や環境問題などの複雑な社会課題に対し、行政（官）や民間企業（民）だけでは対応しきれない分野を補う
組織として、NPOの重要性が高まっています。この「特定非営利活動促進法（NPO法）」に基づき活動する団体の特徴や目的
として、最も適切な説明を選びなさい。 （2019年　秋田県公立入試　類似）

1.  福祉や環境保護、国際協力など
の分野で活動し、得た利益を構成
員で分配せずに次の活動資金に充
てる。

2.  製品の欠陥によって消費者が被
害を受けた場合に、製造者が過失
の有無にかかわらず賠償責任を負
うようにする。

3.  男女が互いに人権を尊重し、性
別にかかわらずその個性と能力を
十分に発揮できる社会の実現を目
指す。

4.  廃棄物の発生抑制や資源の再利
用を組織的に進めることで、環境
への負荷が少ない社会の構築を推
進する。

問8 日本の地方自治において認められている「条例の制定または改廃の請求」の仕組みについて、請求先と必要となる署名数の組
み合わせとして正しいものを選びなさい。 （2020年　茨城県公立入試　類似）

1.  地方公共団体の長に対し、有権
者の50分の1以上の署名をもって
請求する

2.  地方公共団体の長に対し、有権
者の3分の1以上の署名をもって請
求する

3.  選挙管理委員会に対し、有権者
の50分の1以上の署名をもって請
求する

4.  選挙管理委員会に対し、有権者
の3分の1以上の署名をもって請求
する
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答え合わせ・解説

問1 答え 1
再開発

古い工場や使われなくなった土地を、新しい住宅や公園などに作り変えることを再開発といいま
す。これにより、限られた土地を効率よく使い、多くの人が住めるようになります。

問2 答え 1
人口50万人以上を条件とし、都道府県
が行う業務の一部を独自に行うことがで
きる。

政令指定都市として指定されるためには、人口が50万人以上であるという規模の要件を満たす必要
があります。指定を受けた都市は、本来であれば都道府県が担当する事務（児童福祉、生活保護、
都市計画、教職員の任免など）の多くを自ら処理できるようになり、一般の市よりも大きな自治権
を持つことになります。

問3 答え 1
二元代表制

日本の地方自治では、住民（有権者）が首長（知事や市町村長）と地方議会の議員の両方を直接選
挙で選びます。これを二元代表制と呼び、首長と議会がそれぞれ住民を代表する立場から、互いに
抑制と均衡を図りながら地方行政を進める仕組みとなっています。これに対し、国政では国民が国
会議員のみを選び、議会の信託に基づいて内閣が構成される「議院内閣制」がとられている点が大
きな違いです。

問4 答え 1
有権者の3分の1以上の署名を集め、選
挙管理委員会に請求する。

首長の解職請求（リコール）や議会の解散請求を行うには、原則として有権者の3分の1以上の署名
を集め、選挙管理委員会に対して請求を行う必要があります。その後、住民投票が実施され、有効
投票の過半数の賛成があれば、その職を解かれることになります。一方、条例の制定・改廃請求
（イニシアティブ）などは有権者の50分の1以上の署名で首長に対して行います。

問5 答え 1
地方交付税交付金

地方公共団体は、地域によって税収（地方税）の額に大きな差があります。この格差を埋めるため
に、国が所得税や消費税などの一部を「地方交付税交付金」として配分します。これにより、財政
力が弱い自治体でも警察、消防、教育といった標準的な公共サービスを維持することが可能になり
ます。使い道が制限されない「一般財源」である点が、特定の事業のために支出される国庫支出金
との大きな違いです。

問6 答え 1
有権者の50分の1以上の署名で首長に請
求し、首長は意見を付して議会に提出し
なければならない。

地方自治は「民主主義の学校」と呼ばれ、間接民主制を補うために住民が直接意思表示できる直接
請求権が認められています。条例の制定改廃請求において、署名の提出先は「地方公共団体の長
（首長）」です。首長は請求を拒否することはできず、必ず議会にかけて審議させなければなりま
せん。議会の解散請求や議員・首長の解職請求（リコール）のように、選挙管理委員会に請求して
住民投票を行う仕組みとは異なる点に注意が必要です。

問7 答え 1
福祉や環境保護、国際協力などの分野で
活動し、得た利益を構成員で分配せずに
次の活動資金に充てる。

NPO法が定める「非営利」とは、利益を上げてはいけないという意味ではなく、事業で得た収益を
メンバーに配当（分配）せず、すべて社会貢献活動の目的のために使用することを指します。これ
により、市民が主体となって地域のニーズに柔軟に応えることが可能になります。他の選択肢は、
消費者保護、ジェンダー平等、環境循環に関する別の法律の説明です。

問8 答え 1
地方公共団体の長に対し、有権者の50
分の1以上の署名をもって請求する

条例の制定や改廃の請求は、住民が地域のルール作りに直接関与するための制度です。有権者の50
分の1以上の署名を集め、知事や市町村長といった地方公共団体の長に対して請求を行います。請
求を受けた長は、必ず議会を招集して条例案を審議させ、その結果を公表しなければなりません。
これに対し、選挙管理委員会へ3分の1以上の署名をもって請求を行うのは、議会の解散や首長・議
員の解職（リコール）を求める際の手続きです。


